
 

 

 

 

 

 

 

平成 28 年度大阪市民経済計算（早期推計）結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大阪市都市計画局 

 



 

 

はしがき 

 

 

 

本市におきましては、市経済の規模、市内の産業構造、市民の所得水準など市経済の実

態を包括的に把握するため、経済活動によって１年間に生み出された付加価値を推計し、

大阪市民経済計算（確報推計）として、毎年度その結果を公表しています。 

しかしながら、確報推計にあたっては様々な統計データが必要であり、それらが揃うに

は推計対象年度終了後１～２年程度の時間がかかるため、推計結果の公表に遅れが生じて

います。 

そこで、統計データの積み上げによる確報推計の結果公表までの間、より直近の経済実

態を把握するため、大阪市では域内総生産の早期推計に取り組んでおり、この度、一般財

団法人アジア太平洋研究所よりご指導をいただきながら、早期に公表される経済指標から

計算される主成分を用いた回帰分析により平成 28年度大阪市民経済計算（早期推計）を行

いました。 

本推計にあたってはより高い推計精度を目指し、前回、早期推計に用いた経済指標から、

一部新たな指標に組み替えて推計を行いました。今後も研究を重ね、新たな経済指標の採

用など、引き続き推計精度の向上を図っていきたいと考えています。 

 最後に、本推計にあたりご指導いただきました一般財団法人アジア太平洋研究所の数量

経済分析センター長（甲南大学副学長・経済学部教授） 稲田 義久氏、同研究所調査役

木下 祐輔氏、大阪市立大学大学院経済学研究科准教授 小川 亮氏の諸先生方、また、

貴重な資料をご提供いただきました関係者の皆様に対しまして、厚くお礼申し上げます。 
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利用上の注意 

 

 

 

１ 大阪市民経済計算（早期推計）とは 

 大阪市民経済計算（早期推計）とは、既に公表している大阪市民経済計算（確報推計）

の推計結果を基に、市内総生産と関連性が高いと考えられる各種経済指標を用い、回帰分

析等により、直近の市内総生産を推計したものです。よって、一次統計等の積み上げによ

る推計方法から算出される確報推計結果とは必ずしも一致しません。 

 

２ 準拠する推計基準 

本推計は、1993ＳＮＡ（注１）による「県民経済計算標準方式（平成 17年基準版）」（内

閣府経済社会総合研究所）に準拠して推計した平成 26 年度大阪市民経済計算（確報推計）

を基に行いました。今後公表する確報推計結果や早期推計結果は、2008ＳＮＡ（注２）に

よる「県民経済計算標準方式（平成 23年基準版）」（内閣府経済社会総合研究所）に準拠し

て推計を行った結果となる予定ですので、比較にあたってはご留意ください。 

（注１）「ＳＮＡ」とは「System of National Accounts」の略称であり、「国民経済計算」

または「国民経済計算体系」と訳されます。この「ＳＮＡ」は、一国の経済の状況

について、体系的に記録する国際的な基準です。「1993ＳＮＡ」とは、1993年に国際

連合で合意された国民経済計算の体系の名称です。 

（注２）「2008ＳＮＡ」とは、2009年に国際連合で合意された最新の国民経済計算の体系の

名称です。 

 

３ 遡及改定 

 推計結果は平成 13～28年度まで公表していますが、安定した推計結果を得るため平成８

～28年度までの経済指標を用いて推計を行っています。確報推計は平成 12年度以前の推計

を行っていないため、平成８～12年度については 1968ＳＮＡ（注３）に準拠して計算した

過去の確報推計結果をもとに延長推計しています。 

（注３）「1968ＳＮＡ」とは、1968年に国際連合で合意された国民経済計算の体系の名称で

す。 

 

４ 推計方法 

（１）推計の流れ 

 ①経済指標の収集 

景気動向に密接に関係すると考えられ、大阪市や大阪府の単位で取得可能な経済指標

を収集する。 
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 ②名目市内総生産の試算 

名目市内総生産と景気動向の主成分（後述）との関係式を回帰分析により求め、それ

により直近年度までの名目市内総生産を推計する。 

経済指標は指標間で高い相関を持つ（同じような動きを示す）場合が多く、そのまま

の形で回帰分析を行うと多重共線性と呼ばれる推計上の問題が発生し、推計精度が低下

する場合がある。 

そういった現象を回避するため、主成分分析と呼ばれる統計分析手法により、収集し

た指標から景気動向の主要な動きを表す主成分を求め、それを用いて回帰分析を行う。

様々な経済指標の組合せからそれぞれの主成分を求めて回帰分析を行い、名目市内総生

産の動きを最も良く説明する主成分の組み合わせを選択する。 

 ③デフレーターの試算 

市内総生産デフレーターを、国内総生産デフレーターの増加率で直近年度まで延長す

る。 

 ④実質市内総生産の試算 

②で求めた名目市内総生産に対し、③で求めたデフレーターを用いて、直近年度まで

の実質市内総生産を求める。 

 

（２）推計に用いた経済指標 

 指標 
対象地域 作成機関 資料出所 

 備考 

雇

用 

新規求人倍率 

大阪労働局の数値を

基に大阪市で加工

（注１） 

大阪労働局 

管内（注２） 
大阪労働局 

労働市場月

報 

所定外労働 

時間指数 

製造業、規模 30人以

上 
大阪府 大阪府 

毎月勤労統

計調査地方

調査 

消

費 

百貨店売場面

積当たり販売

額 

経済産業省の数値を

基に大阪市で加工 
大阪市 経済産業省 

商業動態統

計月報 

輸入通関額  大阪税関管内 大阪税関 貿易統計 

投

資 

生産財出荷指

数 
季節調整値 大阪府 大阪府 

大阪の工業

動向 

生

産 

製造工業生産

指数 
原数値 大阪府 大阪府 

大阪の工業

動向 

（注１）新規求人倍率は景気変動に対し先行性があるため、１ヶ月遅らせた数値を用いた 

（注２）大阪市及び吹田市の全域 
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推計内容 

 

１ 推計結果 

平成 28年度の市内総生産は、名目で 19兆 7852億円、実質で 19兆 9540億円と推計され

た。経済成長率は名目で 2.1％と４年連続のプラス成長、実質で 2.3％と２年連続のプラス

成長と推計された。 
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市内

総生産

（100万円）

経済

成長率

（％）

市内

総生産

（100万円）

経済

成長率

（％）

13 22,008,467 － 21,471,122 －

14 21,082,810 △ 4.2 20,850,244 △ 2.9

15 21,154,689 0.3 21,091,713 1.2

16 20,915,294 △ 1.1 20,864,523 △ 1.1

17 20,425,913 △ 2.3 20,419,460 △ 2.1

18 20,604,986 0.9 20,656,341 1.2

19 20,767,458 0.8 20,781,649 0.6

20 20,019,545 △ 3.6 20,033,156 △ 3.6

21 18,740,255 △ 6.4 19,039,629 △ 5.0

22 18,646,067 △ 0.5 19,196,076 0.8

23 18,954,854 1.7 19,548,719 1.8

24 18,630,366 △ 1.7 19,354,834 △ 1.0

25 18,738,906 0.6 19,495,436 0.7

26 19,076,049 1.8 19,485,443 △ 0.1

27 19,383,963 1.6 19,511,412 0.1

28 19,785,216 2.1 19,954,049 2.3

注）平成26年度までは確報値、平成27年度以降は早期推計値

年度

（平成）

名目 実質
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 平成 28 年度の経済成長率を全国と比較すると、名目では大阪市で 2.1％、国で 1.0％と

プラス成長となっている。実質でも大阪市で 2.3％、国で 1.2％とプラス成長となっている。

（大阪府の平成 28年度早期推計結果は未公表） 
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２ 推計精度 

 

 

 
 

 

【語句説明】 

自由度修正済み決定係数 

…回帰式の説明力の高さを示す指標。１に近いほど説明力が高い。 

平均絶対誤差率 

…市民経済計算確報値（GRP水準）に対する試算値の誤差率の絶対値の平均。誤差率の平均

的な大きさを示す。 
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(兆円)
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自由度修正済み決定係数　 0.939

名目 1.09%

実質 1.09%
GRP水準の平均絶対誤差率　

この結果に関するお問い合わせは、以下までお願いいたします。 

〒530-8201 

  大阪市北区中之島１丁目３番 20号 

  大阪市都市計画局 企画振興部 統計調査担当 

  TEL：06-6208-7861 

  FAX：06-6231-3751 


